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（注１）

本書において、文脈上別異に解すべき場合を除き、以下の語句は、下記の意味を有するものとする。

 

「当社」又は「提出会社」 中国法に従い2004年10月12日に中国において登録された株式責任

会社である東風汽車集団股份有限公司、又は文脈により当該設立

日前のある時点に言及する場合は、その設立に際して当社に出資

された事業体及び当社が実施していた事業をいう。

  

「東風合弁会社」 2024年６月30日において当社、当社の子会社又は共同支配会社

（それぞれの各子会社及び共同支配会社を含む。）が持分を有す

る共同支配会社をいう。

  

「当社グループ」又は「東風汽車グループ」 当社及びその子会社、東風合弁会社並びにそれぞれの各子会社及

び関連会社をいう。

  

「合弁会社」 合弁とは共同取決めの一種であり、当該取決めを共同支配する当

事者が、合弁会社の純資産に対する権利を有する。共同支配と

は、契約上合意された取決めの支配権の共有をいい、関連する活

動に関する意思決定に際して、支配を共有する当事者の一致した

合意を必要とする場合にのみ存在する。

  

「東風汽車集團有限公司」又は「DMC」 中国法に基づき設立された国有企業であり、かつ、当社の親会社

である東風汽車集團有限公司（Dongfeng Motor Corporation）を

いう。

  

「中国」 中華人民共和国をいう。但し、文脈上要求される場合を除き、本

書における中国に対する地理上の言及は、香港、マカオ及び台湾

を除く。

  

「香港」 中華人民共和国香港特別行政区をいう。

  

「香港上場規則」 香港証券取引所における証券上場規則（その後の改正を含む。）

をいう。

  

「証券及び先物条例」 証券先物条例（香港法第571章）（その後の修正、追補その他変更

を含む。）をいう。

 

（注２）

便宜上、人民元建ての金額は、2024年９月11日現在の中国人民銀行公表の中心値である１人民元＝19.99円にて日本円

に換算され、また、香港ドル建ての金額は、2024年９月11日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信仲値である１香

港ドル＝18.23円のレートにて日本円に換算されている。

 

（注３）

本書中の表に記載される数字が四捨五入される場合は、その計数の総和が合計と一致しないことがある。
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第一部【企業情報】
 

第１【本国における法制等の概要】
 

2024年１月１日から2024年６月30日までの６か月間（以下「当上半期」という。）において、会計基準の変更を除き、重要

な変更はなかった。会計基準の変更の詳細については、下記「第６　経理の状況」を参照されたい。
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第２ 【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

 

下表は2024年、2023年及び2022年6月30日に終了した最近３中間連結会計期間、並びに2023年及び2022年12月31日に終了し

た最近２連結会計期間における主要な経営指標等の推移である。表示の基準は、本書「第６ 経理の状況」中の「中間要約連

結財務書類注記」に記載されている。

 

 

（注1）自己資本比率は、資本合計（百万人民元単位）を資産合計（百万人民元単位）で除した値である。

 

２【事業の内容】

 

本書に記載の内容以外に、当上半期において本項の記載事項に重要な変更はなかった。

 

３【関係会社の状況】

 

本書に記載の内容以外に、当上半期において本項の記載事項に重要な変更はなかった。

 

４【従業員の状況】

 

2024年６月30日現在、当社グループには110,802人の正社員がいる。部門ごとの従業員数及び総従業員数は以下のとおりで

ある。

 
部門

 

従業員

（人）

割合

（％）

製造 64,524 58.23

エンジニアリング及びテクノロジー 17,782 16.05

管理 27,984 25.26

サービス 512 0.46

合計 110,802 100.00
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第３【事業の状況】
 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

本項には将来に関する事項が含まれているが、当該事項は2024年６月30日現在において判断したものである。

 

当上半期において、当社グループは、業務において明確な前進を遂げた。

新エネルギー自動車開発の加速　当社グループは、新製品の発売を加速し、「東風納米01」、「東風eπ007」、「東風eπ

008」、「東風VOYAH FREE318」、「東風風神L7」及び「東風風行星海V9」等の新製品を導入した。なかでも、「eπ007」及

び「eπ008」の販売台数は発売以来急速に伸び、「eπ007」は、15万～20万人民元クラスの中型及び大型純電動セダンの販

売台数において第３位となり、「eπ008」は、25万人民元未満の６人乗り新エネルギーSUV車の販売台数において第１位と

なった。「東風風神L7」は、2,000キロメートルを超える航続距離を実現し、「VOYAH Dream」は、新エネルギーMPV車の販売

台数において業界第２位となった。当社グループは、新エネルギー商用車及び乗用車専用のプラットフォームを開発した。

乗用車部門では、M-Heroプラットフォーム、クオンタム・アーキテクチャ及びDSMAアーキテクチャについて、複数のモデル

の量産及び納品が実現し、製品展開をさらに強化した。商用車部門では、大型、中型及び小型の自動車向けのT1プラット

フォーム並びに乗用車及び商用車向けのT2プラットフォーム等の主要な商用車プラットフォームが製品レイアウトを加速さ

せた。主要な新エネルギープロジェクトは着実に前進しており、「三大電子部品」に係る主要な資源の自社製造、産業化及

び現地化を実現した。

迅速かつ着実な構造調整　当社グループは、中核的責任及び主要事業領域を重視することで、独立ブランドの乗用車、商

用車、部品及びコンポーネント並びに自動車金融事業に亘る専門的な統合と最適化を推進した。この目的を達成するため

に、当社グループは、東風独立ブランド乗用車事業運営委員会、商用車事業部、コンポーネント事業部及びグループ金融事

業発展委員会を設立し、調達、製造及びマーケティングにおける資源をさらに統合し、独立ブランド及び新エネルギー自動

車の集中的な開発を推進した。また、当社グループは、「１＋ｎ」研究開発システムを構築し、研究開発資源をプールし、

プラットフォームベース及びモジュール式の研究開発モデルを推進した。当社グループは、PMシステムを導入し、製品ライ

フサイクルの管理全体を強化し、大ヒットモデルを生み出す仕組みを構築した。インセンティブ及び抑制のメカニズムを最

適化するために、二重目標システムが導入され、「現在の目標＋中長期的な能力構築」という二重目標の厳格な評価管理が

実施されている。月次及び四半期ごとの業績評価は、「レッド・ブラックリスト」において公表され、チームに高い目標の

達成を促している。

技術革新の着実な前進　当社グループは、主要な中核技術を策定し、新エネルギー及びインテリジェントドライビングと

いう２つの主要な路線を重視し、国家研究プロジェクト及び主要な社内技術イニシアティブを推進して、スケートボード型

シャーシ、固体電池、水素燃料電池、集中型電子アーキテクチャ、独自オペレーティング・システム、独自チップ、インテ

リジェントドライビング及び800V/6C超高速充電等の次世代技術の開発及び応用を強力に推進した。当社グループは、科学技

術への投資を増加させ、独立ブランドの新エネルギー自動車の研究開発を強化し、グローバル・イノベーション・セン

ター、グローバル・モデリング・センター等を建設し、ソフト及びハード面の能力を全面的に向上させた。当社グループ

は、企業、大学及び研究機関との連携及び協力を強化し、共同での開発及び技術研究を実施し、科学技術人材の育成と導入

を積極的に行い、科学技術成果の転換を促進した。CCTVが主催した第４回「中国自動車サミット」では、M-Hero 917及び

VOYAH Passion PHEV等が４つの賞を受賞した。
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合弁事業の基盤の完全な安定化　合弁事業の電動化転換を促進するため、東風本田はデュアルブランドの「H+Lingxi」を

導入し、東風日産は「新奮闘100行動計画」を打ち出した一方で、DPCA（神龍公司）は東風の自主開発モデルに統合された。

当社グループは、低燃費自動車市場の開拓において大きな進展を遂げ、ネットワークレイアウトの最適化を継続的に行い、

事業ネットワークの「下層都市への拡大」と「西部地域への拡大」を加速している。当社は、ビジネスモデルを革新し、顧

客維持及びマーケティング戦略を改善し、アフターサービスの水準を向上させた。さらに、当社は、収益性の向上に重点的

に取り組み、アフターマーケット事業を積極的に拡大し、国内代替及び現地供給を推進し、コスト削減及び効率化を徹底的

に追求した。同時に、当社は、多層間の戦略的コミュニケーションを強化し、外国株主が国内市場の動向をより深く理解で

きるようにし、新時代における合弁事業の転換、アップグレード及び持続可能な発展を共同で推進した。

今後、当社グループは、自社の目標を重視し、収益性を高めるために徹底したコスト削減を積極的に推進し、販売及び利

益構造を改善し、着実かつ革新的な事業展開を推進することに全面的に尽力する。当社は、変革とアップグレードのペース

を加速し、より大きな活動、改革、イノベーション及び転換を目指していく。当社は、高品質の開発を推進し、全ての株主

が価値成長を実現するのを支援する所存である。

 

２【事業等のリスク】

 

上記「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び下記「３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」を参照されたい。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

本項に含まれる将来に関する事項は、2024年６月30日現在において判断したものである。

 

1 収益

 

当上半期において、当社グループの収益は約51,145百万人民元であり、前年同期の約45,640百万人民元に比して約5,505百

万人民元（約12.1％）の増加となった。かかる収益の変化は、主に、嵐図汽車科技有限公司、東風汽車集団股份有限公司乘

用車公司、東風柳州汽車有限公司、東風商用車有限公司及び東風汽車股份有限公司に起因する。

 

 

2024年上半期 2023年上半期

収益

（百万人民元）
 

収益

（百万人民元）
 

乗用車 21,556 15,858

商用車 26,166 25,436

自動車金融サービス 2,865 3,434

法人その他 810 1,104

セグメント間消去 (252) (192)

合計 51,145 45,640
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1.1 乗用車事業

 

当上半期の当社グループの乗用車事業の収益は、前年同期の約15,858百万人民元から約5,698百万人民元（約35.93％）増

加して約21,556百万人民元となった。収益の増加は、主に、嵐図汽車科技有限公司、東風汽車集団股份有限公司乘用車公司

及び東風汽車集団股份有限公司猛士汽車科技公司の乗用車事業に起因する。

 

1.2 商用車事業

 

当社の商用車事業は、マクロ経済の安定化及び改善並びに消費者市場の需要回復により、成長の回復を果たした。当上半

期の商用車事業の収益は、前年同期の約25,436百万人民元から約730百万人民元（約2.87％）増加して約26,166百万人民元と

なった。収益の増加は、主に、東風柳州汽車有限公司及び東風汽車股份有限公司の商用車事業に起因する。

 

1.3 自動車金融サービス事業

 

当上半期において、当社グループは、モバイル輸送事業のレイアウトを最適化し、調整を行った。その後、顧客に対し

て、自動車の購入、利用及び交換の各シナリオに対応した、全工程にわたるオーダーメイドの金融サービスを提供した。

当上半期の当社グループの自動車金融サービス事業の収益は、前年同期の約3,434百万人民元から約569百万人民元（約

16.57％）減少して約2,865百万人民元となった。

 

1.4 金融サービス事業に関する情報

 

当社グループの金融サービス事業は、主に、当社子会社である東風汽車財務有限公司（以下「東風財務」という。）及び

東風汽車金融有限公司（以下「東風金融」という。）を通じて行われる。東風財務及び東風金融は、規制当局から発行され

た金融事業許可証を有しており、当社グループの商用車及び乗用車の販売を支援している。

 

ビジネスモデル及び貸付ポートフォリオ

当社グループの金融サービスの対象は、当社グループの外部顧客及びメンバー企業である。東風財務は、主に、(i)他のグ

ループメンバー企業からの預金受入れ、(ii)グループの関連当事者に対する貸付け、商事手形割引、受取手形及び委託貸付

から主に構成される、グループメンバー企業への金融、(iii)主にグループメンバー企業が購入する製品へのバイヤーズ・ク

レジットの提供で構成される販売代理店金融、並びに(iv)主に消費者向け信用貸付及びファイナンス・リースから構成され

るエンドユーザー金融の４類型のサービスを提供している。東風金融は、主に、(i)個人向け自動車金融（自動車及び自動車

用付属品を購入する個人に対するローン及びファイナンス・リースを含む。）、(ii)法人向け自動車金融（自動車及び自動

車用付属品を購入する法人に対するローン及びファイナンス・リースを含む。）、(iii)販売代理店向け在庫金融（在庫の調

達、予備部品、及びメンテナンス用機器の購入に対するローンサービスを含む。）の３類型のサービスを提供している。

2023年12月31日現在、東風財務の信用資産の残高は約554億人民元であり、そのうち約86.82％はエンドユーザーに対する

ものであり（利率の範囲は2.7％から14.9％、平均利率は7.7％）、約12.96％はグループメンバー企業及びその供給業者に対

する融資（利率の範囲は2.5％から4.4％、平均利率は3.5％）であり、約0.22％は販売代理店に対する融資（利率の範囲は

5.4％から6.8％、平均利率は5.7％）であった。顧客数別では、エンドユーザーが820,109人、販売代理店が118社、当社グ

ループのメンバー企業及びその供給業者の総数は30社であった。顧客の属性別では、東風財務の融資残高の約84.18％が個人

借入人に対する貸付金であり、約15.82％が法人借入人に対する貸付金であった。また、借入額上位５者は全て、当社グルー

プのメンバー企業であるが、それらに対する貸付金額は、融資残高全体の約9.44％に相当する。
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2023年12月31日現在、東風金融の信用資産の残高は約124億人民元であり、そのうち82.4％は個人向け自動車金融によるも

のであり（利率の範囲は0％から17.9％、平均利率は5.7％）、3.4％は法人向け自動車金融（利率の範囲は0％から9.9％、平

均利率は9.5％）であり、14.2％は販売代理店向け在庫金融（利率の範囲は5.4％から7.7％、平均利率は5.9％）であった。

顧客数別では、個人顧客が163,600人、法人顧客が214社、販売代理店が520社であった。顧客の属性別では、融資残高の約

82.4％が個人借入人に対する貸付金であり、約17.6％が法人借入人に対する貸付金であった。借入額上位５者に対する融資

信用エクスポージャーは、融資信用エクスポージャー総額の約2.65%を占めている。

当社グループのリスクを軽減するため、東風財務及び東風金融は、一般的に、エンドユーザーに対する金融サービスの担

保として自動車を要求しており、また、エンドユーザーの資質に応じて保証人を要求することがある。自動車販売代理店に

対する金融サービスにおいては、東風財務及び東風金融は、車両への質権設定、並びに車両、車両資格証明書及び車両の鍵

の保管を要求している。当社グループの関連当事者への融資に関しては、当社は、異なる業種及び顧客の資質に応じた保証

条件を定めている。貸付の主な条件は、融資額、金利、融資期間、満期日及び保証条件である。

東風財務の信用資産の年齢分析は以下のとおりである。(i)満期が１年未満(１年を含む。)の信用資産残高は17,523百万人

民元、(ii)満期が１年以上３年未満(３年を含む。)の信用資産残高は29,177百万人民元、(iii)満期が３年以上の信用資産残

高は6,942百万人民元、(iv)満期が不確定の信用資産残高は1,723百万人民元であり、これは主に延滞債権で構成されてい

る。かかる延滞債権のうち、30日以上の延滞となっている債権の残高は1,723百万人民元であり、総残高の3.11%を占めてい

る。

東風金融の信用資産の年齢分析は以下のとおりである。(i)満期が１年未満(１年を含む。)の信用資産残高は6,058百万人

民元、(ii)満期が１年以上５年未満(５年を含む。)の信用資産残高は6,323百万人民元、(iii)満期が５年を超える信用資産

の残高はなし、(iv)満期が不確定の信用資産残高は42百万人民元であり、これは主に延滞債権で構成されている。かかる延

滞債権のうち、60日以上の延滞となっている債権の残高は33百万人民元であり、総残高の0.27%を占めている。

当社の自動車小売金融における価格設定基準は、顧客ニーズと金融商品の競争力に主に重点を置いた需要志向型のものと

なっており、貸出金利指標(LPR)、資本コスト、リスクコスト、営業費用等の要因を考慮している。

 

貸倒引当金に関する方針

金融商品に関する国際財務報告基準(IFRS)の要件に従い、予想信用損失引当金は３つの段階に分けられる。第１段階は

「正常な信用状態」段階であり、翌年度の予想信用損失のみを算出する必要がある。第２段階は「信用リスクの大幅な増

加」段階、第３段階は「信用減損」段階であり、これらの段階については、予想信用損失はライフサイクル全体を通じて算

出する必要がある。当社グループは、GDPの累積前年比成長率や消費者物価指数の前年比成長率等のマクロ経済要因に基づく

新しい金融商品基準の要件に従って予想信用損失を算出する減損モデルを開発した。ベンチマーク、楽観的、悲観的という

３つのマクロシナリオを定期的に予測するために、ビジネス環境指数を用いた回帰モデルを構築し、当該回帰モデルは、異

なるシナリオにおける予想信用損失を算出するために上記の減損モデルを適用している。当社グループは、重要なローンに

特化した個別減損方針を未だ策定していないため、全ての信用資産（重要なローンを含む。）の減損評価において、上述の

方針を適用している。

2023年12月31日に終了した会計年度において、当社グループが認識した貸付金及び債権に係る減損引当金は、約10.75億人

民元であった。2022年12月31日に終了した会計年度における減損引当金は、約12.09億人民元であった。銀行及びその他の金

融機関による自動車金融分野での貸付の増加と市場競争の激化により、当社グループの自動車金融資産規模は減少し、関連

資産に係る減損引当金の戻入れが発生しました。その結果、2023年度の金融資産減損損失は2022年度よりも減少しました。
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2 売上原価及び売上総利益

 

当上半期における当社グループの総売上原価は約45,209百万人民元であり、前年同期の約40,476百万人民元に比して約

4,733百万人民元（約11.7％）の増加となった。売上総利益は約5,936百万人民元であり、前年同期の約5,164百万人民元に比

して約772百万人民元（約15.0％）の増加となった。

当上半期において、自動車業界の競争は依然として厳しく、当社グループは、自動車市場における「価格を下げてより多

くの売上を確保すること」により引き起こされた熾烈な競争に対処するため、引き続きマーケティング力と収益性を向上さ

せた。当上半期の売上総利益率は約11.6％であり、前年同期を上回った。当上半期における売上総利益の変動は、主に、当

社グループの独立ブランドである乗用車（風神シリーズ）及び新エネルギー事業（VOYAHシリーズ）の売上総利益が前年同期

に比べ大幅に増加したことに起因する。

 

3 その他の収益

 

当上半期における当社グループのその他の収益の総額は約3,115百万人民元であり、前年同期の約2,456百万人民元に比し

て約659百万人民元の増加となった。

その他の収益の増加は、主に、当上半期に関係政府から特別補助金を受けたことに起因する。

 

4 販売・流通費用

 

当上半期における当社グループの販売・流通費用は、前年同期の約3,638百万人民元から約527百万人民元増加して約4,165

百万人民元となった。

販売・流通費用の増加は、主に、当社グループの乗用車の主要３ブランド(風神、eπ、納米)における多くの新型車両の発

売に起因するものであり、それらの発売により新型車両のマーケティング宣伝費が増加した。

 

5 管理費用

 

当上半期における当社グループの管理費用は、前年同期の約2,060百万人民元から約393百万人民元増加して約2,453百万人

民元となった。

管理費用の増加は、主に、当上半期における新エネルギー自動車事業及び輸出事業の改善並びにそれに伴うスタッフ給与

の増加に起因する。

 

6 金融資産の減損

 

当上半期における当社グループの金融資産の減損は、前年同期の約10百万人民元から約461百万人民元増加して約471百万

人民元となった。

金融資産の減損の変動は、主に、前年同期に比して当社グループの金融サービスによる減損額が増加したことに起因す

る。
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7 その他の費用

 

当上半期における当社グループのその他の費用は約2,499百万人民元となり、前年同期の約2,708百万人民元に比して約209

百万人民元の減少となった。

当上半期のかかるその他の費用（純額）の変動は、主に、前年同期に比して為替差損（益）及びその他の費用が減少した

ことに起因する。

当社グループは、自動車分野における新エネルギー、デジタル化及びインテリジェント化の発展トレンドを非常に重視

し、戦略的分野及び重要なコア技術の研究開発への投資を継続しており、研究開発費の増加が継続している。

 

8 財務費用

 

当上半期における当社グループの財務費用は約407百万人民元となり、前年同期の約631百万人民元に比して約224百万人民

元の減少となった。

当上半期におけるかかる財務費用の減少は、主に、ユーロの対人民元為替相場の変動の結果、為替差損が減少したことに

よるものであった。

 

9 ジョイント・ベンチャーの持分損益

 

ジョイント・ベンチャーによる非高級自動車の市場シェアが前年度に比して減少したことの影響を受け、当上半期におけ

る当社グループのジョイント・ベンチャーの持分損益は約753百万人民元であり、前年同期の約1,403百万人民元に比して約

650百万人民元の減少となった。かかる変動の主な要因は、（１）東風汽車有限公司の利益が前年同期に比して約265百万人

民元の減少となったこと、（２）東風本田汽車有限公司の利益が前年同期に比して約175百万人民元の減少となったこと、

（３）東風本田発動機有限公司の利益が前年同期に比して約196百万人民元の減少となったことである。

 

10 関連会社の持分損益

 

当上半期における当社グループの関連会社の持分損益は約320百万人民元であり、前年同期の約332百万人民元に比して約

12百万人民元の減少となった。かかる変動の主な要因は、東風日産汽車金融有限公司の投資収益が変動したことである。

 

11 法人税費用

 

当上半期における当社グループの法人税費用は約89百万人民元であり、前年同期の約57百万人民元に比して約32百万人民

元の増加となった。

 

12 当上半期の当社の普通株主に帰属する利益

 

当上半期における当社の普通株主に帰属する利益は約684百万人民元となり、前年同期の約1,314百万人民元に比して約630

百万人民元の減少となった。売上高純利益率（総売上高に対する当社の親会社株主に帰属する利益の割合）は約1.3％であ

り、前年同期の約2.9％に比して約1.6ポイントの減少となった。純資産利益率（平均純資産に対する当社の親会社株主に帰

属する利益の割合）は約0.9％となった。
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13 資産合計

 

当上半期における当社グループの資産合計は約323,370百万人民元であり、前年度期末の336,430百万人民元に比して約

13,060百万人民元（約3.9％）の減少となった。これは主に、（１）現金及び現金同等物が4,248百万人民元の減少となった

こと、（２）前払金、預り金及びその他の債権並びにその他の長期資産が5,123百万人民元の減少となったこと、（３）受取

手形及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する流動金融資産が8,477百万人民元の減少となったこと、（４）棚卸資

産が1,676百万人民元の減少となったこと、（５）売上債権が8,420百万人民元の増加となったことに起因する。

 

14 負債合計

 

当上半期における当社グループの負債合計は約164,832百万人民元であり、前年度期末の約175,714百万人民元に比して約

10,882百万人民元（約6.19％）の減少となった。かかる減少は、主に、（１）買掛金が3,094百万人民元の減少となったこ

と、（２）支払手形が1,433百万人民元の減少となったこと、（３）ジョイント・ベンチャーに対する債務が3,623百万人民

元の減少となったこと、（４）未払法人税が1,406百万人民元の減少となったこと、（５）契約負債が862百万人民元の減少

となったことに起因する。

 

15 株主資本合計

 

当上半期末における株主資本合計は158,538百万人民元であり、前年度期末の160,716百万人民元に比して2,178百万人民元

（約1.36％）の減少となった。そのうち、当社の親会社株主に帰属する株主資本は152,354百万人民元であり、前年度期末の

153,883百万人民元に比して1,529百万人民元の減少となった一方で、非支配持分は6,184百万人民元であり、前年度期末の

6,833百万人民元に比して649百万人民元の減少となった。

 

16 流動性及び資金源泉

 

当上半期における現金及び現金同等物の純アウトフローは11,872百万人民元であり、前年同期に比して8,367百万人民元の

減少となった。これには、営業活動による純キャッシュ・アウトフロー494百万人民元、投資活動による純キャッシュ・アウ

トフロー8,254百万人民元及び財務活動による純キャッシュ・アウトフロー3,124百万人民元が含まれた。

営業活動による純キャッシュ・アウトフローは494百万人民元であった。この金額は、主に、（１）税引前利益1,208百万

人民元（減価償却費、減損及びその他の非現金項目を控除した額）、（２）売掛金、受取手形、前払金及び預金残高4,736百

万人民元の減少、（３）棚卸資産残高1,799百万人民元の減少、（４）買掛金、支払手形及びその他の未払金並びにアクルー

アル残高8,088百万人民元の減少、（５）東風財務の融資残高2,756百万人民元の減少、（６）東風財務の預金受入残高の

2,680百万人民元の減少、（７）ジョイント・ベンチャーの金融会社への預金残高の3,606百万人民元の増加、（８）法人税

支払額1,712百万人民元、（９）利息支払額203百万人民元からなる。

投資活動による純キャッシュ・アウトフローは8,254百万人民元であった。この金額は、主に、（１）投資による配当金

3,611百万人民元の受領、（２）固定資産の取得による支出1,867百万人民元、（３）無形固定資産の取得による支出1,716百

万人民元、（４）東風暢行科技股份有限公司による創格融資租賃有限公司の買収による支出1,120百万人民元、（５）満期が

３ヶ月を超える無担保定期預金の増加によるキャッシュ・アウトフロー7,858百万人民元の減少からなる。
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財務活動による純キャッシュ・アウトフローは3,124百万人民元であった。この金額は、主に、（１）銀行借入れの増加に

よるキャッシュ・インフロー1,797百万人民元、（２）銀行借入金の返済及び社債の償還によるキャッシュ・アウトフロー

4,674百万人民元から構成される。

上記の結果、以下のとおりとなった。

2024年６月30日現在、当社グループの現金及び現金同等物（取得時の満期が３か月以上の無担保定期預金を除く。）残高

は60,561百万人民元であり、前年度期末時点の72,453百万人民元に比して11,892百万人民元の減少となった。現金及び銀行

預金（取得時の満期が３か月以上の無担保定期預金を含む。）は75,107百万人民元であり、前年度期末時点の79,355百万人

民元に比して4,248百万人民元の減少となった。

 

17 比例連結ベースでの主要な財務数値

 

当上半期における当社グループの比例連結ベースでの収益は約87,356百万人民元であり、前年同期の約93,680百万人民元

に比して約6,324百万人民元（約6.75％）の減少となった。税引前利益は約599百万人民元であり、前年同期の約813百万人民

元に比して約215百万人民元（約26.38％）の減少となった。資産合計は約364,528百万人民元であり、前年度期末の約

388,022百万人民元に比して約23,494百万人民元（約6.05％）の減少となった。

 

４【経営上の重要な契約等】

 

上記「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」を参照されたい。

 

５【研究開発活動】

 

上記「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析」を参照されたい。
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第４【設備の状況】
 

１【主要な設備の状況】

 

上記「第３　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「第３　事業の状況　３　経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照されたい。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

 

上記「第３　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「第３　事業の状況　３　経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照されたい。
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第５【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

 

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

（2024年６月30日現在）

授権株数（株） 発行済株式総数（株） 未発行株式数（株）

8,589,370,000 8,252,588,000 336,782,000

 

②【発行済株式】

（2024年６月30日現在）

記名・無記名の別

及び額面・無額面の別
種類 発行数（株）

上場金融商品取引所名又

は

登録認可金融商品取引業

協会名

内容

額面価額１人民元の

記名式株式
普通株式 8,252,588,000 香港証券取引所（注）

完全議決権を有する当社に

おける標準となる株式

計 － 8,252,588,000 － －

（注）普通株式のうち2,492,200,000株が、Ｈ株式として香港証券取引所に上場されております。

 

(2)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項なし

 

(3)【発行済株式総数及び資本金の状況】

 

年　月　日
発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額

（人民元）

資本金残高

（人民元）

2024年１月１日 － 8,302,252,000 － 8,589,370,000

2024年１月１日～

2024年６月30日（注）
△49,664,000 － － －

2024年６月30日 － 8,252,588,000 － 8,589,370,000

（注）自己株式消却により、発行済株式総数が減少しております。なお、当該期間における個別の変動は確認しており

ません。
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(4)【大株主の状況】

2024年６月30日において、証券及び先物条例第336条に基づき当社が保管する株主名簿に記載された、当社の発行済株式

資本のうち種類株式の５％以上を保有する者（当社の取締役及び監督役を除く。）の氏名又は名称並びに対象株式の数及び

割合は以下のとおりである。

 

（2024年６月30日現在）

氏名又は名称
株式の

種類
＊

所有株式数

（株）

当該種類における発行

済株式総数に対する所

有株式数の割合（%)

総株式資本に対する

所有株式資本の割合

（%）

東風汽車集團有限公司

普通株式

(内資株) 5,760,388,000
1 100.00 69.80

普通株式

(H株式) 327,864,000
1 13.16 3.97

レノルズ・マーガレット（メグ）
普通株式

(H株式) 231,602,000
1 9.29 2.81

ウォード・ブライアン
普通株式

(H株式) 231,602,000
1 9.29 2.81

ウエストウッド・グローバル・イン

ベストメンツ・エルエルシー

普通株式

(H株式) 231,602,000
1 9.29 2.81

 

（注１）

上記の割合は、2024年６月30日現在の発行済普通株式数に基づき算定している。

（注２）

＊
　「株式の種類」の（　）内の記載は流通性による区分を表している。

1
　ロングポジション

2
　ショートポジション

3
　融資プール

（注３）

上表の記載内容は、当社が香港証券取引所規則に従って香港証券取引所のウェブサイトから引用して中間報告書に

おいて開示したものであり、修正を加えずに日本語に翻訳したものを基礎として作成したものである。したがっ

て、日本の一般的な通常の記載方法とは異なる部分があるので、留意されたい。
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２【役員の状況】

 

有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおける役員の異動は、次のとおりである。

 

(1) 新任役員

役職名 従業員監督役

氏名 周巍(Zhou Wei)

生年月日 1971年１月16日

主要略歴

周氏は、当社の子会社及び合弁会社において様々な役職を歴任している。周氏

は、東風車橋有限公司の人事部長、東風徳納車橋有限公司の襄陽工場の党委員

会書記、紀律委員会書記、労働組合委員長、湖北省襄陽市の科学技術部副部

長、東風汽車有限公司装備公司の党委員会副書記、紀律委員会書記、労働組合

委員長、東風汽車部品（集団）有限公司の紀律委員会書記、神龍汽車有限公司

の党委員会副書記、労働組合委員長を歴任した。また、東風汽車集団有限公司

の社会事業管理センター副センター長も務めた。現在、東風汽車集団有限公司

の労働組合副委員長、党委員会副書記、労働組合委員長を兼任している。

任期 2024年８月26日に始まり、第５期取締役会の任期満了をもって終了する。

所有株式の種類及び数 当社のＨ株式90,000株を保有している。

就任年月日 2024年８月26日

 

(2) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

従業員監督役
靳軍

(Jin Jun)
2024年８月28日

 

(3) 役員の役職の異動

氏名 旧役職名 新役職名 異動年月日

楊青

（Yang Qing）
執行取締役会長兼社長 執行取締役会長 2024年６月21日

周治平

（Zhou Zhiping）
執行取締役 執行取締役兼社長 2024年６月21日

 

(4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名　女性１名（役員のうち女性の比率８%）
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第６ 【経理の状況】
 

1. 本書記載の中間財務書類は、香港上場規則によって認められている国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）に基

づいて作成されている。当該中間財務書類は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（以下、

「中間財務諸表等規則」という。）（昭和52年大蔵省令第38号）第76条第１項の適用を受けている。

 

2. 当社の原文の中間財務書類の金額は、人民元で表示されている。「円」で表示されている金額は、中間財務諸表等規則

第79条の規定に基づき、2024年9月18日現在の中国人民銀行公表の中心値1人民元＝20.03円で換算された金額である。

金額は千円単位（四捨五入）で表示されている。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一

致しない場合がある。

 

3. 本書記載の中間財務書類の作成において当社が採用した企業会計基準、会計慣行及び表示方法と、日本において一般に

公正妥当と認められているそれらとの間の主な相違点に関しては、「3国際財務報告基準と日本における会計原則及び

会計慣行の主要な相違」に説明されている。

 

4. 本書記載の中間財務書類は、本国においてアーンスト・アンド・ヤング香港のレビューを受けている。
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1 【中間要約連結財務書類】

中間要約連結損益計算書
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中間要約連結包括利益計算書
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中間要約連結財政状態計算書
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中間要約連結株主資本等変動計算書
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中間要約連結キャッシュ・フロー計算書
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中間要約連結財務情報注記

 

1.1　作成基準

2024年6月30日に終了した6か月間の本中間要約連結財務書類は、国際会計基準（以下「IAS」という。）第34号「中間財務報

告」に準拠して作成されている。

本中間要約連結財務情報は、年度の財務書類に要求されるすべての情報と開示を含んでいるわけではないので、2023年12月

31日終了年度の当社グループの年度連結財務書類とあわせて参照されるべきである。

 

 

1.2　会計方針の変更

本中間要約連結財務情報の作成に当たり適用された会計方針は、2023年12月31日終了年度の当社グループの年次連結財務書

類の作成に当たり適用された会計方針と一致している。ただし、以下の改訂国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）の当

期の財務情報への初度適用を除く。

 

IFRS第16号の改訂 「セール・アンド・リース バックにおけるリース負債」

IAS第1号の改訂 「負債の流動負債又は非流動負債への分類（「2020年改訂」）」

IAS第1号の改訂 「特約条項付の非流動負債（「2022年改訂」）」

IAS第7号及びIFRS第7号の改訂 「サプライヤー・ファイナンス契約」

 

いくつかの改訂基準が当報告期間から適用されており、その結果当社グループは会計方針を変更しなければならなかった。

当該基準の採用による影響は、以下に開示されている。

(a) IFRS第16号 の改訂は、売主である借手が保有する使用権資産に関連するいかなる損益も認識しないことを確実にするた

め、セール・アンド・リースバック取引から生じるリース負債の測定に使用する要件を明らかにしている。当社グループ

は、IFRS第16号の初度適用日以後に発生している指標またはレートに依拠しない変動リース料の支払を伴うセール・アン

ド・リースバック取引を有しないので、当該改訂は当社グループの財政状態又は業績にいかなる影響も及ぼさなかった。

(b) 「2020 年改訂」は、負債を流動または非流動に分類するための要件を明確にしており、決済延期権が意味するものや、延

期権が報告期間の終了時に存在しなければならないことなどが含まれている。負債の分類は、会計主体が決済延期権を行

使する可能性によって影響を受けない。また、この改訂は、負債は自身の資本性金融商品で決済できること、および転換

可能負債の転換オプション自体が資本性金融商品として会計処理されている場合にのみ、負債の条項がその分類に影響を

与えないことも明確にしている。「2022 年改訂」はさらに、ローン契約から生じる負債の特約条項のうち、会計主体が報

告日以前に遵守しなければならない条項のみが、その負債の流動または非流動の分類に影響を与えることを明確にしてい

る。会計主体が報告期間後 12か月以内に将来の特約条項を遵守することを条件とする非流動負債については、追加の開示

が必要となる。

当社グループは、2023年1月1日および2024年1月1日時点の負債の条項及び条件を再評価し、負債の流動または非流動の分

類は、本改訂の初度適用時に変更されていないという結論に達した。したがって、本改訂は当社グループの財政状態また

は業績にいかなる影響も及ぼさなかった。
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(c) IAS第7号およびIFRS第7号の改訂は、サプライヤー・ファイナンス契約の特徴を明確にし、そのような契約に関する追加開

示を要求している。この改訂における開示要件は、財務書類の利用者が、会計主体の負債、キャッシュ・フロー、流動性

リスクへのエクスポージャーに対するサプライヤー・ファイナンス契約の影響を理解するのに役立つことを目的としてい

る。サプライヤー・ファイナンス契約に関する関連情報の開示は、会計主体が本改訂を適用する初度報告年度中の中間報

告期間には要求されない。当社グループは、サプライヤー・ファイナンス契約を結んでいないため、本改訂は中間要約連

結財務情報にいかなる影響も及ぼさなかった。

 

 

1.3　前期の修正再表示

2024年3月、当社グループはDongfeng Motor Corporation（以下「DFM」という）から子会社を取得した。取得の前後で、当

該子会社及び当社グループはともにDFMの支配下にあり、注記18に記述されているとおり、当該取得は共通支配下の企業結合と

みなされる。

修正再表示された中間要約連結包括利益計算書

 

 

修正再表示された連結財政状態計算書
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2.  収益及びセグメント情報

経営目的のために、当社グループは製品及び役務に基づき各事業単位に組織されており、以下のように4つの報告可能な事業

セグメントがある。

－商用車セグメントは主に、商用車、商用車関連エンジン・その他自動車部品を製造及び販売する。

－乗用車セグメントは主に、乗用車、乗用車関連エンジン・その他自動車部品を製造及び販売する。

－金融サービスセグメントは主に、外部顧客及び当社グループ内企業に対し金融サービスを提供する。

－本社業務及びその他セグメントは主に、その他の自動車関連製品を製造及び販売する。

経営陣は、資源配分及び業績評価について決定するため、当社グループの事業セグメント別に業績をモニターしている。セ

グメント業績は事業セグメント損益に基づき評価され、連結財務情報における損益と整合的に測定されている。しかしなが

ら、グループ資金調達（財務費用含む）及び法人税等はグループ全体で管理され、事業セグメントには配賦されていない。

2023年及び2024年6月30日に終了した6か月間において、当社グループの総収益の10％以上を占める単独の外部顧客は存在し

ない。
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下表は、2024年6月30日及び2023年12月31日時点の当社グループの事業セグメントの資産及び負債の情報を表している。

 

 

 

3.  収益

収益の分析は以下のとおりである。

 

 

顧客との契約から生じる収益に関する構成要素情報：

製品またはサービスの種類：
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4.  その他の損益

 

 

 

5.  金融資産に係る減損損失

 

 

 

6.  その他の費用
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7.  財務費用

 

 

 

8.  税引前利益

当社グループの継続事業からの税引前利益は、以下の借方/（貸方）計上後の数値である。
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9.  法人税等

 

 

中国法人所得税法及び各規則に準拠して、当社及びその子会社の法人所得税は、現行の法律、解釈及び慣行にもとづき、当

該期間の各予想課税所得に対して25％の法定税率または適用可能な場合は15％の優遇税率により計算される。

当社グループは、当年中に香港で生じた課税所得がなかったので、香港所得税（税率：16.5％）の引当金は計上されていな

い。

繰延税金資産は、主に、税務上将来減算可能な特定の損金に係る一時差異に関して認識されている。

IAS第12号「法人所得税」によれば、繰延税金資産及び負債は、当該資産が実現するか負債が決済される期に適用されると予

想される税率にて測定される。

 

 

10. 当社の普通株主に帰属する一株当たり利益

基本一株当たり利益の計算は、親会社の普通株式保有者に帰属する期間利益及び期間中の加重平均発行済普通株式数は

8,268,178,889株（2023年：8,586,348,456株）に基づいている。

当社は、2024年6月30日及び2023年6月30日に終了した期間において、潜在的希薄化普通株式を有していなかった。

基本一株当たり利益の計算は以下に基づいている。

 

 

2024年6月30日に終了した6ヶ月間において、49,664,000株の買戻株式が、当社によって消却された。
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11. 建物、工場及び設備

 

 

 

12. 売掛金

当社グループの商用車及び乗用車の販売は、通常前受金方式で決済されており、ディーラーは、現金又は銀行引受手形で事

前に支払わなければならない。しかしながら、長期にわたり取引を行っており、一括購入で支払実績も良い顧客については、

当社グループは、通常30日から180日の売掛期間を提供することがある。エンジン及びその他の自動車部品の販売については、

当社グループは顧客に対し、通常30日から180日の売掛期間を提供している。売掛金は無利子となっている。

当社グループの報告期間末日の売掛金（減損引当金控除後）の請求日に基づく年齢分析は、以下のとおりである。

 

 

 

13. 受取手形

 

 

2024年6月30日及び2023年12月31日時点で、当社グループの受取手形の年齢はすべて1年以内であり、支払遅延している受取

手形はなかった。
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14. 買掛金

当社グループの報告期間末日の買掛金の請求日に基づく年齢分析は、以下のとおりである。

 

 

 

15. 支払手形

 

 

2024年6月30日及び2023年12月31日時点で、当社グループの支払手形の年齢はすべて1年以内であった。

 

 

16. その他包括利益を通じた公正価値での金融資産

 

 

(i) 2024年6月30日時点で当社グループはステランティスの株式49,223,907株を保有していた。当社グループは、ステランティ

スの財務および運営上の決定にわたり、直接的に参加しまたは影響を与えることはできないので、当該投資はその他包括

利益を通じた公正価値による金融資産として会計処理される。
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17. 株主資本

2024年6月30日に終了した6か月間において、当社は香港証券取引所で同社株式27,490,000株を総額71百万人民元の対価で買

い戻した。

2024年6月30日に終了した6か月間において、当社は49,664,000株の買戻株式を消却し、その結果、49百万人民元の資本金及

び100百万人民元の資本準備金の減少となった。

 

 

18. 企業結合

2024年1月29日、Dongfeng Changxing Science and Technology Co., Ltd.（以下、「Dongfeng Changxing」という）（当社

の不完全所有子会社）及びDFMは、資本譲渡契約を締結し、それによりDFMからDongfeng ChangxingがChuangge Financial

Leasing Co., Ltd. (以下、「Chuangge Financial Leasing」という)の100％資本持分を1,122百万人民元の対価で取得するこ

とに合意した。Chuangge Financial Leasingの資本譲渡は2024年3月に完了し、それ以降Chuangge Financial Leasingは当社グ

ループの子会社になった。

Chuangge Financial Leasing及び当社グループはともに、資本譲渡の前後においてDFMの支配下にあり、当該共通支配下の企

業結合に関して、持分プーリング法が適用された。Chuangge Financial Leasingの資産及び負債は、DFMにより認識されたそれ

ぞれの簿価を使って、当社グループにより反映されており、Chuangge Financial Leasingの純資産の簿価と、購入対価の支払

額との差異は、当社グループの準備金に貸方計上された。当該共通支配下の企業結合の結果として、当社グループの連結財務

書類の比較数値もまた修正再表示されている。

 

 

19. 未履行債務

当社グループは、報告期間末日現在において以下の資本的未履行債務を有している。
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20. 関連当事者取引

(a) Dongfeng Motor Corporation (以下「DFM」という)、その子会社、関連会社及び合弁会社、当社グループの合弁会社及び

関連会社、並びに、子会社の非支配株主、その子会社及び子会社の合弁会社との取引

 

当中間要約連結財務情報の他の部分における開示と同様に、2024年6月30日に終了した6ヶ月間において、当社グループ

は、関連当事者との間で以下の重要な取引を行っている。
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これらの取引は、当社グループと関連当事者間で合意された取引条件にしたがって実行された。
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(b) 関連当事者との間の未決済残高

 

 

関連当事者に対する未収入金及び未払金は、関連当事者からの預託金の受取及び金融事業に従事するDFMの子会社に提供され

た貸付金を除き、無担保かつ無利子である。

上述の関連当事者からの/（への）預託金の受取/（提供）について、利率は年利0.35％から3.5％であった。当該預託金は無担保

で定められた期限はない。

上述の関連当事者に提供された貸付金について、利率は年利2.4％から4.35％であった。当該貸付金は無担保で当初期限は1年か

ら3年である。
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(c) 当社グループの主要経営陣の報酬

 

 

21. 金融商品の公正価値と公正価値階層

金融資産及び負債の公正価値は、強制されたあるいは清算処分における場合を除き、前向きな当事者間での現在の取引にお

いて当該商品が交換されうる金額に含まれる。

上場資本投資の公正価値は、取引相場価格にもとづく。その他包括利益を通じた公正価値で指定された非上場資本投資の公

正価値は、観察可能な市場価格またはレートによる裏付けのない想定にもとづく市場基準評価技法を使って見積もられてい

る。当該評価は取締役陣が、産業、規模、影響力及び戦略にもとづいて比較可能な類似公開会社（以下「peers」という）を決

定し、識別された各比較可能会社について、利息、税金、減価償却及び償却前利益に対する企業価値（以下、「EV/EBITDA」と

いう）の倍率及び売上に対する株価（以下、「P/S」という）の倍率のような適切な価格倍率を算定することを要求する。当該

倍率は、比較可能会社の企業価値を利益額で割ることで算出される。取引倍率はそれから、企業特有の事実と環境にもとづく

比較可能会社間の流動性と規模の相違のような考慮を行い割り引かれる。割引倍率は公正価値を測定するために非上場資本投

資の関連利益額に適用される。取締役陣は、中間要約連結財政状態計算書に計上された評価技法から生じる見積り公正価値

と、その他の包括利益計算書に計上された公正価値の関連変動が合理的であり、それらが報告期間末日の最適な価値であった

と信じている。

その他包括利益を通じた公正価値での非上場資本投資の公正価値について、経営陣は、当該評価モデルへのインプットの合

理的にあり得る代替法を使うことの潜在的影響を見積もった。

下表は、2024年6月30日及び2023年12月31日時点の量的感応度分析とともに金融商品の評価に使われた重要な観察不能イン

プットの要約である。

非上場資本投資：

評価技法 重要な観察不能イ

ンプット

範囲 インプットに対する公正価値の感応度

評価倍率 peersの平均株価

売上高倍率

0.75～6.55（2023年12月

31日：0.57～6.75）

5％（2023年12月31日：5％）の倍率の増/減は17百

万人民元（2023年12月31日：17百万人民元）の公正

価値の増/減につながる。

 市場性欠如による

割引

70％～100％（2023年12月

31日：70％～100％）

5％（2023年12月31日：5％）の割引の増/減は23百

万人民元（2023年12月31日：23百万人民元）の公正

価値の減/増につながる。

市場性欠如による割引は、投資の値付けの際に市場参加者が考慮する当社グループによって決定された割引額を表してい

る。
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公正価値階層

下表は、当社グループの金融商品の公正価値測定階層を表している。

公正価値で測定された資産：

 

 

当社グループの方針は、報告期間末日の公正価値階層レベルへの組み入れや除外を認識することである。金融資産と金融負

債の両方について、当期中に、レベル1とレベル2の間で公正価値測定の組み替えはなく、また、レベル3への/（からの）組み

替えもなかった（2023年6月30日に終了した6か月：なし）。

 

 

22. 中間財務情報の承認

本中間財務書類は、2024年8月28日の取締役会で承認され、発行が許可された。
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2 【その他】

（1）後発事象

中間要約連結財務書類注記に記載したものを除き、重要な事項はない。

 

（2）訴訟

中間要約連結財務書類注記に記載したものを除き、重要な事項はない。

 

 

3 【国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主な相違】

添付の中間要約連結財務書類は、国際財務報告基準（以下「IFRS」）及び香港会社法の開示基準に従って作成されており、

日本で一般に公正妥当と認められる会計原則（以下「日本GAAP」）に準拠して作成される財務諸表の表示方法とは会計方針及

び会計慣行が異なる。

両者の主な相違は以下のとおりである。

 

(1)  非支配持分の評価

IFRS第3号「企業結合会計」によれば、取得した非支配持分は、当該非支配持分の公正価値で測定する（全部のれん方式）

か、被取得企業の識別可能純資産に対する非支配持分割合で測定する（購入のれん方式）か、いずれかの方法を選択できる。

日本GAAPでは、企業会計基準第22号「連結財務書類に関する会計基準」及び同第21号「企業結合に関する会計基準」に基づ

き、連結貸借対照表上、企業結合による非支配株主持分は全面時価評価法により評価することが要求されており、IFRSのよう

に公正価値で評価する方法は認められていない。

 

(2)  のれん

IFRS第3号「企業結合会計」では、のれんは、移転された対価、非支配持分の金額及び以前に保有していた資本持分の公正価

値の総計が、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日における正味の金額を超過する額として測定される。従っ

て、のれんは規則的に償却するのではなく、年次または減損の兆候がある場合に減損テストを実施することとされている。

日本GAAPでは、のれんは、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、被取得企業または取得した事業の

取得原価が、取得した資産及び引受けた負債に配分された純額を超過する額で認識される。のれんは無形固定資産として計上

し、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって定額法その他の合理的な方法により規則的に償却するとともに、減損会計の適

用の対象となっている。

 

(3)  非金融資産の減損及び再評価

IAS第36号「資産の減損」では、日本GAAPと同様の要件を規定している。しかしながら、IASのもとでは、減損の認識に回収

可能価額（正味売却価格と割引後キャッシュ・フローのいずれか高い方）を用いる。また、IASでは、過年度に認識された資産

の減損は、回収可能価額が翌期以降に増加した場合、損益計算書で直ちに収益として振替えられなければならない。さらに、

IAS第16号「有形固定資産」及びIAS第38号「無形資産」では、固定資産を公正価値により再評価することが認められている。

日本GAAPでは、資産の劣化の可能性が明らかになった時には、資産の割引前キャッシュ・フロー（20年以内の合理的な期間

に基づく）を見積ることを要求している。資産の簿価が割引前キャッシュ・フローを著しく上回った（資産が劣化した）時

は、減損が認識されなければならない。取得原価で計上されている資産の減損は、損益計算書上で認識されなければならず、

再評価資産については、再評価減として取扱わなければならない。再評価金額は、割引前キャッシュ・フローがその後上昇し

た場合でも繰越されなければならず、減損損失の戻入は認められていない。

 

EDINET提出書類

東風汽車集団股イ分有限公司(E05974)

半期報告書

41/47



(4)  開発費

IAS 第38号「無形資産」では、開発費のうち使用または販売可能で、かつ、経済的便益が創出されることが確実な場合、無

形資産として認識する。

日本GAAPでは、研究開発費はすべて発生時の費用とされる。

 

(5)  金融商品の分類及び測定

IFRS第9号「金融商品」では、金融資産を償却原価または公正価値のいずれで測定するかを決定するため単一アプローチを使

用している。

金融資産は、事業モデルとキャッシュ・フロー特性に基づいて、以下の3つに分類・測定される。

・　償却原価：当初公正価値で認識し、以後実効金利法による償却原価で測定する。

・　FVTOCI：償却原価に基づく損益（利息、予想信用損失、換算差額、売買・償還損益）は純損益に計上し、公正価値との

差額はOCIに計上する。

・　FVTPL：公正価値で測定し、評価差額は純損益に計上する。

金融負債は以下の2つに分類・測定される。

・　FVTPL：当初公正価値で測定後、毎期公正価値で測定し、評価損益を純損益に計上する。

・　それ以外の金融負債：当初公正価値で測定後、償却原価で測定する。

 

日本GAAPでは、金融資産及び金融負債は以下の通り分類・測定される。

・　債権：取得価額から貸倒引当金を控除した金額で測定する。

・　売買目的有価証券：時価で測定し、時価の変動は損益認識される。

・　満期保有目的の債券：償却原価で測定される。

・　その他有価証券：時価（把握困難な場合は取得原価）で測定し、評価差額は純損益に計上する。

・　デリバティブ債権・債務：時価で測定し、評価差額は損益に計上する。

・　金銭債務：債務額で測定される。

 

(6)  金融資産の減損

IFRS第9号「金融商品」では、減損規定の対象は、償却原価またはFVOCIに分類される金融商品、リース債権、契約資産、ま

たは一定のローン・コミットメント及び金融保証契約である。当初認識時には「12ヶ月ECL」について減損引当金の計上が求め

られ、事後的に信用リスクが著しく増大した場合、「残存期間ECL」について減損引当金の計上が求められる。

日本GAAPでは、「金融商品に関する会計基準」に従って、有価証券については時価または実質価額が著しく下落した場合

は、回復見込みがあると認められる場合を除き、減損損失が認識されるが、事後的な戻入は認められない。貸付金等の債権

は、以下の債務者区分により、貸倒見積額が算定される。

・　一般債権：過去の貸倒実績等により算定

・　貸倒懸念債権：財務内容評価法と割引キャッシュ・フロー法のいずれかにより算定

・　破産更生債権等：財務内容評価法により算定

 

(7)  金融資産の認識の中止

IFRS第9号「金融商品」では、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する時、または、金融資産を

譲渡し、その譲渡が金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほぼすべてを移転しているという認識の中止要件を満たす場合

に、金融資産の認識が中止される。

日本GAAPでは、「金融商品に係る会計基準」により、金融資産の消滅は、金融資産の契約上の権利を行使した時、権利を喪

失した時または権利に対する支配が他に移転した時に認識される。
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(8)  借手のリースの会計処理

IFRS第16号「リース」では、資産が特定され、当該資産の使用権の支配が借手に移転したすべてのリース資産について、借

手側でオンバランス処理が求められる。

日本GAAPでは、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」が示す数値基準等に照らしてファイナンス・リースに

該当するもののみオンバランス処理が要求される。

 

(9)  有給休暇についての会計処理

IAS第 19号「従業員給付」では、雇用主は一定の条件が満たされた場合、将来の休暇に対しての従業員への補償を未払費用

計上しなければならない。

日本GAAPでは、有給休暇についての特別な会計基準はない。

 

(10) 借入費用の資産計上

IAS第23号「借入費用」では、借入費用を期間費用として計上するのが標準的な処理であるが、意図された利用または販売に

供するまで相当な期間を要する適格資産の取得、建設及び製造に対して直接起因する借入費用は、当該資産の取得原価に算入

される。原価に算入される金額は、適格資産がなければ避けられたであろう借入費用の金額となる。ただし、適格資産に対す

る支出以前に借入金を一時的に投資したことにより生じた投資利益は、資産の取得原価から控除される。

日本GAAPでは、不動産開発事業等を除き、借入費用は原則として期間費用とされる。

 

(11) 金融保証契約

IAS第39号「金融商品：認識及び測定」は、金融保証契約について、当初は公正価値で計上し、その後は、IAS第37号に従っ

て決定される金額と、当初認識した金額からIAS第18号に従って償却した後の金額、のいずれか高い方の金額で計上することを

要求している。

日本GAAPでは、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値で財政状態

計算書に計上することは求められておらず、債務保証の額を財務書類に注記するのみである。ただし、保証に起因して、将来

の損失が発生する可能性が高く、かつその金額を合理的に見積ることができる場合には、債務保証損失引当金を計上する。

 

(12) 顧客との契約から生じる収益

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」では、約束した財・サービスを顧客に移転した時点で、見込を含めた対価を反

映する金額で収益を認識することを要求している。収益認識は以下の5つのステップに分かれる。

ステップ1：契約の識別

ステップ2：履行義務の識別

ステップ3：取引価格の算定

ステップ4：取引価格の履行義務への配分

ステップ5：履行義務の充足に基づく収益の認識

日本GAAPでは、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」がIFRSとおおむね一致した内容となっているが、以下に

ついて若干の相違がある。

・企業の通常の営業活動ではない固定資産の売却の収益認識（日本GAAPには規定なし）

・一定の要件を満たす契約コストの資産計上（日本GAAPには規定なし）

・重要性等に関する代替的な取り扱い（IFRSには規定なし）
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(13) 株式報酬

IFRS第2号「株式報酬」では、従業員やその他の関係者との現金その他の資産決済型又は持分決済型の株式報酬取引を費用と

して認識する。

日本GAAPでは、企業会計基準第8号「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、「会社法」の施行日（2006年5

月1日）以後に付与されたストック・オプションについては、公正価値法を基礎として測定した報酬は費用として認識される

が、持分決済型についてのみの規定となっている。また、オプションが満期になった場合、過去に計上した費用は特別利益と

して戻入れられる。

 

(14) 配当金

IAS第10号「後発事象」によれば、企業が持分金融商品の所有者に対する配当を期末日後に宣言する場合には、当該配当金を

期末日時点の負債として認識する。

日本GAAPでは、「株主資本等変動計算書に関する会計基準」により、配当金は支払った時点で株主資本等変動計算書に剰余

金の配当として表示される。

 

(15) 金融負債と資本の区分

IAS第32号「金融商品：表示」によれば、金融負債と資本の区分について、実態にもとづいた判断が求められており、たとえ

ば、形式が種類株式であっても実態が金融負債と判断されれば負債として計上されることとなる。

日本GAAPでは、会社法上の株式であれば、資本として計上される。

 

(16) 財政状態計算書の表示方法

IFRSでは、財政状態計算書を固定性配列法と流動性配列法のいずれによるかについて、特に指定がないのに対して、日本

GAAPでは流動性配列法が原則とされている。
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第７【外国為替相場の推移】
 

人民元と日本円の為替レートは、日本の日刊紙２紙以上に掲載されているため、省略する。
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第８【提出会社の参考情報】
 

当社は、下記の書類を関東財務局長に提出した。

 

有価証券報告書　2024年６月28日提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項なし
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